
令和７年度観音寺市一般会計予算

　　　　　　（歳入歳出予算）
　　　　　第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ35,670,000千円と定める。
　　　　　２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」
　　　　　　による。

　　　　　　（債務負担行為）
　　　　　第２条　地方自治法（昭和22年法律第67号）第214条の規定により債務を負担する行為
　　　　　　をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表　債務負担行為」による。

　　　　　　（地方債）
　　　　　第３条　地方自治法第230条第1項の規定により起こすことができる地方債の起債の目
　　　　　　的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表　地方債」による。

　　　　　　（一時借入金）
　　　　　第４条　地方自治法第235条の3第2項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、
　　　　　　5,000,000千円と定める。

　　　　　　（歳出予算の流用）
　　　　　第５条  地方自治法第220条第2項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を
　　　　　　流用することができる場合は、各項に計上した給料、職員手当及び共済費に係る予算
　　　　　　額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用と定め
　　　　　　る。

　　　　　令和７年３月３日

　　　　　　観 音 寺 市 長　　佐　伯　明　浩

　　　　　　令和７年度観音寺市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。

議案第29号



1 8,752,239

1 市民税 3,709,550

2 固定資産税 4,108,178

3 軽自動車税 250,764

4 市たばこ税 423,414

5 入湯税 7,800

6 都市計画税 252,533

2 224,521

1 地方揮発油譲与税 52,000

2 自動車重量譲与税 162,000

4 森林環境譲与税 10,521

3 8,000

1 利子割交付金 8,000

4 47,000

1 配当割交付金 47,000

5 95,000

1 株式等譲渡所得割交付金 95,000

6 200,000

1 法人事業税交付金 200,000

7 1,700,000

1 地方消費税交付金 1,700,000

8 22,000

1 環境性能割交付金 22,000

9 52,000

1 地方特例交付金 52,000

10 6,800,000

金　　　　　額

 千円

款 項

地方特例交付金

地方交付税

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

法人事業税交付金

地方消費税交付金

環境性能割交付金

第１表　　歳入歳出予算

歳　　入

市税

地方譲与税

利子割交付金



1 地方交付税 6,800,000

11 5,000

1 交通安全対策特別交付金 5,000

12 100,192

1 分担金 6,666

2 負担金 93,526

13 360,359

1 使用料 243,457

2 手数料 116,902

14 5,085,409

1 国庫負担金 2,852,611

2 国庫補助金 2,222,660

3 委託金 10,138

15 2,074,659

1 県負担金 1,129,252

2 県補助金 749,539

3 委託金 195,868

16 117,924

1 財産運用収入 100,291

2 財産売払収入 17,633

17 1,601,000

1 寄附金 1,601,000

18 3,469,425

1 特別会計繰入金 6,416

2 基金繰入金 3,463,009

19 1

 千円

款 項 金　　　　　額

寄附金

繰入金

繰越金

分担金及び負担金

使用料及び手数料

国庫支出金

県支出金

財産収入

交通安全対策特別交付金



1 繰越金 1

20 639,471

1 延滞金、加算金及び過料 12,887

2 市預金利子 49

3 貸付金元利収入 138,098

4 受託事業収入 1,642

6 雑入 486,795

21 4,315,800

1 市債 4,315,800

35,670,000

 千円

款 項 金　　　　　額

諸収入

市債

歳　　入　　合　　計



1 235,993

1 議会費 235,993

2 6,741,353

1 総務管理費 6,019,272

2 徴税費 349,427

3 戸籍住民基本台帳費 155,242

4 選挙費 156,332

5 統計調査費 40,824

6 監査委員費 20,256

3 11,115,022

1 社会福祉費 5,138,730

2 児童福祉費 5,442,527

3 生活保護費 533,762

4 災害救助費 3

4 2,630,472

1 保健衛生費 1,640,872

2 清掃費 989,600

5 30,000

2 労働諸費 30,000

6 1,025,342

1 農業費 691,082

2 林業費 43,828

3 水産業費 290,432

7 457,904

1 商工費 457,904

8 3,591,892

款 項 金　　　　　額

 千円

労働費

農林水産業費

商工費

土木費

歳　　出

議会費

総務費

民生費

衛生費



1 土木管理費 181,120

2 道路橋りょう費 1,992,945

3 河川費 89,803

4 港湾費 94,872

5 都市計画費 1,073,592

6 住宅費 159,560

9 246,667

1 消防費 246,667

10 6,399,164

1 教育総務費 267,283

2 小学校費 664,701

3 中学校費 444,120

4 幼稚園費 236,446

5 社会教育費 733,100

6 保健体育費 4,053,514

11 6

1 農林水産施設災害復旧費 4

2 公共土木施設災害復旧費 2

12 3,166,185

1 公債費 3,166,185

14 30,000

1 予備費 30,000

35,670,000歳　　出　　合　　計

款 項 金　　　　　額

 千円

消防費

教育費

災害復旧費

公債費

予備費



　　第２表　債務負担行為

事　　　　項 期　　　間

令和７年度から

償 還 完 了 ま で

令和７年度から

令和８年度まで

令和８年度から

令和10年度まで

令和７年度から

令和８年度まで

令和８年度から

令和12年度まで

令和８年度から

令和10年度まで

令和７年度から

令和20年度まで

令和７年度から

令和９年度まで

令和８年度から

令和10年度まで

令和８年度から

令和10年度まで

令和８年度から

令和９年度まで
南 ・ 西 統 合 公 民 館 建 設 事 業 47,049 千円

外 国 語 指 導 助 手 派 遣
業 務 委 託 料 （ 小 学 校 ）

63,044 千円

外 国 語 指 導 助 手 派 遣
業 務 委 託 料 （ 中 学 校 ）

31,522 千円

国 営 か ん が い 排 水 事 業
（ 香 川 用 水 二 期 地 区 ） 負 担 金

100,408 千円

西 原 跨 道 橋 落 橋 防 止
対 策 事 業 負 担 金

220,000 千円

放 課 後 児 童 ク ラ ブ
運 営 業 務 委 託 料

871,510 千円

保 育 施 設 給 食 調 理
業 務 等 委 託 事 業

220,082 千円

一 般 廃 棄 物 収 集 運 搬
委 託 事 業 （ 観 音 寺 ・ 豊 浜 ）

709,056 千円

し 尿 収 集 車 購 入 事 業 7,590 千円

令 和 ７ 年 度 観 音 寺 市 土 地 開 発
公 社 借 入 金 に 対 す る 債 務 保 証

観音寺市土地開発公社が金融機関から融資を受
けた事業資金600,000千円及びこれに対する利子
額

消 防 ポ ン プ 車 整 備 事 業 29,563 千円

限　　度　　額

内 部 情 報 シ ス テ ム 改 訂 業 務 委 託 料 令 和 ８ 年 度 10,551 千円



　　第３表　地方債

（単位：千円）

起　債　の　目　的 限 度 額 起債の方法 利　　　率 償　還　の　方　法

30年以内償還又は借入先の融資
条件による。ただし、市財政の
都合により繰上償還又は低利に
借換えすることができる。

学校給食施設整備事業 1,914,800

合　　　　　計 4,315,800

　　4.0％以内
（ただし、利率見直
し方式で借り入れる
資金について、利率
の見直しを行った後
においては、当該見
直し後の利率）

中 学校 施設 整備 事業 30,300

保健体育施設整備事業 389,800

保 健 体 育 振 興 事 業 8,400

街 路 事 業 90,400

消 防 施 設 整 備 事 業 24,300

小 学校 施設 整備 事業 64,100

道 路 橋 り ょ う 施 設
整 備 事 業

1,007,500

港 湾 施 設 整 備 事 業 53,600

公 園等 施設 整備 事業 20,500

林 道 施 設 整 備 事 業 4,800

漁 港 施 設 整 備 事 業 52,400

観 光 施 設 整 備 事 業 5,100

児童福祉施設整備事業 287,600

塵芥処理施設整備事業 35,800

土地改良施設整備事業 49,900

地 域 公 共 交 通 施 設
整 備 事 業

15,300

道 の 駅 建 設 事 業 135,800

渡 船 施 設 整 備 事 業 111,600

公 共施 設等 整備 事業 13,800 普通貸借又は
証券発行


